
論点① 高齢者像の変化に対応したケアマネジメントの推進

対応案

（介護予防支援の円滑な実施）

◼要支援者においても、一定程度医療介護連携が必要となっている実態があること等を踏まえ、居宅介護支援に設けら

れている加算（入院時情報連携加算、退院・退所加算、通院時情報連携加算、緊急時等居宅カンファレンス加算）や

減算（同一建物減算）について、介護予防支援にも設けることとしてはどうか。

※同一建物減算については、登録施設介護予防支援としても別途議論いただく予定。

（障害高齢者への支援の強化）

◼利用者が介護保険サービスと併せて障害福祉サービスを利用する場合の調整業務を評価することとしてはどうか。

（主任ケアマネジャーの役割の見直し）

◼介護サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する者等の地域の関係者との連絡調整の中心的な役割を果たす

者としての主任ケアマネジャーの業務と、居宅介護支援事業所の管理者に求める業務との役割分担の観点から、居宅

介護支援事業所の管理者については、主任ケアマネジャーであることは求めないこととしてはどうか。

◼一方で、居宅介護支援の質の確保の観点から、居宅介護支援事業所の管理者の要件については、ケアマネジャーで

あって、５年の実務経験等を有する者としてはどうか。
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料6「居宅介護支援・介護予防支援」 p.32 より抜粋



論点① 高齢者像の変化に対応したケアマネジメントの推進

論点①

（介護予防支援の円滑な実施）

◼地域包括支援センターの業務負担軽減を進めるため、令和６年４月から居宅介護支援事業者も市町村からの指定を受

けて介護予防支援を実施できることとされた。

◼現在、約半数の市町村で指定が行われており、地域包括支援センターの担当圏域内で介護予防支援事業所の指定を受

けている居宅介護支援事業所があるケースは約４割ある一方で、事業所ベースで見ると、介護予防支援の指定を受け

ている居宅介護支援事業所は約２割となっている。

◼このような状況を踏まえ、居宅介護支援事業者による指定を更に進めていくため、どのような方策が考えられるか。

（障害高齢者への支援の強化）

◼高齢者が抱える課題が複雑化、複合化する中で、障害者が65歳以上となり、介護保険サービスを利用しつつ障害固有

のサービスを利用する場合等について、障害福祉サービス事業者だけでなく、市町村の障害福祉担当窓口等との様々

な調整が追加で必要になっているという状況が生じている。
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料6「居宅介護支援・介護予防支援」 p.29 より抜粋



居宅介護支援利用者の障害福祉サービスの利用状況

22
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【出典】令和４年度老人保健健康増進等事業「居宅介護及び介護予防支援における令和３年度介護報酬改定の影響に関する業務実態の調査研究事業」（（株）三菱総合研究所）)

○ 障害福祉サービスを併用する利用者を担当する介護支援専門員が一定程度いる一方で、障害福祉サービスを利用する者については、
労働投入時間が１割程度多くなっている。

【出典】令和７年度老人保健健康増進等事業「居宅介護及び介護予防支援における令和６年度介護報酬改定による影響等に関する調査研究事業」（株）三菱総合研究所)

○介護支援専門員１人あたりの給付管理対象となった障害福祉サービスを併用する利用者数

○介護支援専門員１人あたりの利用者１人あたり１ヶ月間の労働投入時間

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料6「居宅介護支援・介護予防支援」 p.22 より抜粋


